
3.交付先の公益法人の名称 社団法人全国老人保健施設協会

8,976 千円(A)

281 千円

0 千円

(3) その他の管理費

0 千円

0 千円

0 千円

281 千円

6.外部への支出

(1)  外部に再補助・再委託等されているものに関する支出

支出先

委託業者 4,012 千円

千円

4,012 千円(B)

(2)   (1)以外の支出

支出先

委員、講師 79 千円

委員、講師等 846 千円

事務用品費納入業者 250 千円

会議費 業者 1 千円

印刷業者 2,705 千円

雑役務費 業者 321 千円

発送業者、郵政公社 480 千円

貸室業者 0 千円

4,682 千円

7.  その他

千円

千円

千円

8.  再補助・再委託の割合 44.7% %(B/A)

合           計

内             容

調査集計委託

金      額

金      額

合           計

金      額

通信運搬費

賃借料

合           計

諸謝金

旅費

(1) 人件費

(2) 一般管理費

支出内容

支出内容

消耗品費

印刷製本費

合           計

内             容

5. 補助金等における管理費

(1) 目的

(2) 具体的な内容
認知症高齢者における維持期のリハビリテーションの効果的かつ適切な提供方法
に関する研究事業

金      額

合           計

老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）

平成平成平成平成21212121年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書年度  補助金等支出明細書
社団法人全国老人保健施設協会

2.事業の目的及び内容

1.補助金等の名称

平成21年度介護報酬改定において、短期集中リハビリテーション、認知症（短期集
中）リハビリテーションの評価が大幅に見直された。特に認知症短期集中リハビリ
テーションにおいては、その対象者の拡大や新たに介護療養型医療施設や通所リ
ハビリテーションにも加算が新設されるなど、利用者の変化を早期に把握し、集中
的なリハビリテーションにより改善を図る体制が明確になったところである。
一方で、介護老人保健施設や通所リハビリテーションにおける短期集中リハビリ
テーション（認知症を含む）の適用期間後、生活機能の維持・向上を目指した維持
期のリハビリテーションの継続を必要とする利用者も多い。認知機能の維持には、
個別なリハビリテーションだけではなく、グループダイナミクスを利用した小集団の
リハビリテーションも有効であるとも考えられる。
そこで、介護老人保健施設における特に認知症高齢者の維持期のリハビリテー
ションの実態を調査し、その方向性や具体的手法等についての一方策を示唆する
ことを目的とし研究事業を行う。

4. 交付実績額


